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研究成果の概要（和文）：灌漑稲作インフラの導入による農村近代化過程における女性の地位の変容に関し、貧困及び
食料の安全保障に関連する土地に関わる諸権利の分析をおこなった。近代化が農村女性に与える負の影響に関する仮説
についてタンザニア農村における政府の土地配分と慣習的耕作権、土地権の近代化、土地の管理権、土地権の個人及び
地域社会の価値観の変容の側面から検証した。結果、土地権の近代化は平準的に農村女性の地位向上に繋がらず、女性
は家族・婚姻・ジェンダー関係の多義性のなかで選択と行為を組合せている。本研究は過去26年間の土地権とその選択
の変容に関わるデータを定性・定量的に分析し国際協力における政策支援への新たな視座を提示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study, which is an empirical examination of gender equality 
in international cooperation, is to analyze the various rights involving land (i.e. land rights) of women 
in rural villages in the Kilimanjaro Region of Tanzania, and by clarifying the process and mechanism by 
which rural women make a valuable choice involving land rights, to study the implications for development 
policies. In Tanzania, land ownership in rural areas is a key means of generating cash income necessary 
to purchase food and otherwise sustain livelihoods, and of procuring food for personal consumption 
necessary for survival. I assess arguments presented in preceding studies, and study four hypotheses for 
the purpose of analyzing the ways in which it would be possible for rural women to make a valuable choice 
involving land rights and increase the feasibility of that choice. As for methodology, I gathered and 
analyzed all land registrant lists held by the water use committees.

研究分野：ジェンダーと開発論

キーワード： ジェンダー　土地権　近代化　タンザニア　キリマンジャロ　慣習的耕作権　国際協力　開発政策
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１． 研究開始当初の背景 

開発途上国における国家主導の近代化は、
その受益者が偏ることにより貧富格差や階
層分化の拡大を招き、最貧困層であるマイノ
リティーや女性の慢性的周縁化につながっ
てきたという批判がある。一方で、近代化の
過程で住民男女は社会資本や多様な生存戦
略を通じ、「価値あると思うこと」の主体的
な選択肢の幅を広げてきた。日本の国際協力
がアフリカにおいておこなってきた農村・農
業の近代化への支援に関し、社会・ジェンダ
ー要因の分析を通じてのインパクト検証は
十分におこなわれていない。 

 

２． 研究の目的 

近代化過程におけるジェンダー平等論の
実証的検証として、農村女性の土地に関わる
諸権利（土地権）に着目した分析をおこない、
農村女性が土地権に関連した「価値あると思
う」ことを選択する過程およびメカニズムを
明らかにすることを通じ、開発政策へのイン
プリケーションを検討する。 

 
３． 研究の方法 

日本が 1970 年代から農業近代化を支援
してきたタンザニア国キリマンジャロ州ロ
ーアモシ灌漑稲作地区（LMIS）を対象とし、
（1）政府の開発事業による土地再配分がお
こなわれると農村女性は土地（耕作地）の慣
習的耕作権および所有権を剥奪されるのか、
（2）土地権の近代化を進めると農村女性の
土地権は経時的に失われるのか、（3）農村女
性が、土地（耕作地）の自己名義登録をすれ
ば土地の管理権（営農権、収益権、処分権）
を有することができるのか、（4）地域コミュ
ニティは、慣習法にもとづき、女性の土地（耕
作地）の所有権を認めないのか、という仮説
に基づき検証をおこなった。調査方法として
は、灌漑稲作地区の農民男女を中心に半構造
的面談調査及び質問票調査を実施し定性
的・定量的分析をおこなった。 

 

４． 研究成果 
タンザニアの土地法（1999）および村土地

法（1999）では、土地は国家に帰属し、人々
および村落には占有権（rights of occupancy）
のみが付与される。都市部、投資促進地およ
び保護区などには近代的な制定法が適用され
る一方で、村落の土地所有に対しては慣習法
が適用されるという多重構造がある。しかし
村落では慣習法のもとでの土地相続・譲渡・
売買がおこなわれている。 

タンザニアでは、農村における土地所有は、
食料および生計を営むために必要な現金所
得の創出、および生存に不可欠な自家用食料
を調達する主要な手段であるが、全農家の約
6 割は、2ha 以下の耕地しか所有しない小農で
あり、そのうち 1ha 以下しか所有しない零細
農家は全体の 31%を占める（URT 2010）。さ
らに、農村地域における農林業の女性労働力

率は約 92％と高いが（URT 2012:50）、女性
の農地所有者率は 19％、所有面積は 13％に
過ぎない。しかもこれは慣習的所有権
（customary rights）を含めた数値である。女
性の土地所有率の低さは、生計のみならず、
農業・灌漑組織への参加や融資機関の利用機
会を阻んでいる。 

農村女性が土地に関わる諸権利を取得す
ることに対する障害要因には、慣習的な男性
中心の所有・相続制度がある。農家の世帯主
は通常男性であり、女性は婚姻制度に関わる
慣習的な差別規範により死別・離婚などの場
合に財産権や相続権を剥奪される（Daley 

2008）。土地権の剥奪は、それに付随する収
益権や営農権、さらに水利権の喪失であり、
女性のみならず女性に依存する子どもや家
族の暮らしに影響を及ぼす（URT 1994）。 

本研究では、LMIS における土地所有者の
データ分析から男女別の土地所有に関して、
女性のほうがより小規模所有であることが
わかった（図 1）。 
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図 1 LMISの男女別土地所有面積（度数分布） 

 

主な調査結果は以下のとおりである。第一
に、LMIS では、政府による土地再配分に際
し、農村女性は必ずしも慣習的耕作権・所有
権を全面的に剥奪されたわけではなく、女性
は慣習的耕作権・土地権を選択することも可
能であることがわかった。女性が慣習的耕作
権・所有権を自己名義登録した場合には、慣
習権が公的に認知され、女性は自己名義登録
した土地の管理権を行使できる傾向が強く
なる。 

農村女性が、土地権を取得する方法には、
開墾による割譲、政府による土地再配分、相
続、贈与、購入などがあり、LMIS における
1987年の土地再配分にあたり、灌漑開発事業
により土地再配分が行われる場合には、従前
地において慣習的耕作権・所有権を有してい
た女性はその権利を剥奪され、経済的にも社
会的にも地位が低下するわけではなく、女性
も自己名義で土地登録をおこない、土地権の
回復にも参加するという選択をしたことが
わかった。 

さらに、女性が土地権を取得できた要因
として、夫婦が別々に登録、従前地での土地
証明書（領収書）の保有、土地配分委員会や
苦情処理のための委員会への女性の参加、地
域の女性リーダーの役割、離婚した女性やシ
ングル・マザーなどが土地取得を「価値ある
と思うこと」として選択し土地登録をしたこ
となどがあることがわかった。 

第二に、LMIS においては過去 26 年間に



女性の土地権が経時的に拡大してきたこと
がわかった。その背後には、農村女性が土地
権の取得を「価値あると思う」こととして捉
え、選択し、表出・行動することがある。図
2～6 は、LMIS 内の上流、中流、下流の地区
の経年比較である。 
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図 2土地所有者数の変化（1987～2013年）   
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図 3土地所有者の男女比の変化（1987～2013年）   
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図 4土地所有面積の男女比の変化（1987～2013年） 

 

図 5女性の所有地の変化：上流（1987～2013年） 

 
図 6男女間の所有地の変化：上流（2008～2013年） 

 

第三に、女性の土地所有の形態として、
土地の名義登録をするだけではなく、土地の
管理権（営農権、収益権、処分権）を有する
ことが、女性にとっての「価値あると思う」
ことの選択につながることがわかった。自己
名義を有するのみでは、必ずしも全ての管理
権が保証されるわけではない。しかし逆に、
管理権のうち収益権と営農権が継続的に保
障されるのであれば、自己名義登録をあえて
選択しないことが、女性にとって「価値ある
と思う」選択になっていることがあることも
わかった。 

第四に、地域社会は慣習法に基づき、男
性のみの土地権を擁護するわけではないこ
とがわかった。地域コミュニティは、社会的
認知や公的行為を通じ、女性の土地権の拡大
に貢献する選択をおこなうことが可能であ
る。書面による遺言書により、家族構成員（息
子、娘や妻）に土地を相続させることのほう
が、クランや親族などの拡大家族の構成員に

土地を相続させるより、「価値あると思う」
選択に変化している。 

地域社会の慣習が女性の土地権の拡大を
阻む要因であるという、タンザニアのジェン
ダー土地作業委員会の論証を検討した。調査
方法としては、自己名義登録し土地所有をし
ている者、自己名義登録していないが土地所
有している者、および土地の非所有者に対し
て、誰に土地を相続させるか、遺言を作成・
残すかと言う質問を通じて、分析をおこなっ
た。調査結果として、男女ともに娘より息子
に相続させるという回答が約 2倍あり、依然
として男子相続が優先されていることがわ
かった。しかし、娘にも相続させる、娘と息
子の両方に平等に、あるいは面積に差異をつ
けつつも、両方に相続させるいという新しい
選択が発現していることもわかった。 

多様な地域社会（村落評議会やブロック会
合など）が、クラン（氏族）や親族の意向に
反し、女性が土地を相続することを公認する
という社会変化が見られた。また相続を確実
にするために、書面の遺言書を作成するとい
う選択が男女ともに普及しつつある。このよ
うな選択の背景には、拡大家族から核家族へ
の社会変容があると考えられる。遺言書は、
親族ではなく、直系の家族が相続することを
可能にし、さらに息子だけではなく、妻や娘
も相続することを可能にする。遺言書は、生
前贈与にも使用されることから、離婚や別居
により困窮している女性にとって生活のニ
ーズを充足させる選択肢の幅の拡大装置と
して機能しつつあることがわかった 
農村女性は、土地に関わる諸権利（土地権）

について、家族・婚姻関係、固有の状況、ジ
ェンダー関係、事柄の多義性との関連におい
て、「価値あると思う」ことの組み合わせと
選択を通じて、「価値あると思う」ことの行
為に結び付けている。しかし、その実現可能
性を高めるうえでは、地域コミュニティが農
村女性の土地権を「価値あると思う」ことと
して選択することが助勢となる。女性と地域
コミュニティの間の相互作用およびすでに
表出している協同の契機を増幅していくこ
とにより経時的な実現可能性が高まると考
える。 

本研究から得られた新たな知見を国際協
力の政策策定および事業実施に適用するこ
とは、農村女性が「価値あると思う」ことを
選択し、その選択の幅を広げ、広義のより良
い暮らしの実現性を高めることに繋がると
考える。 

本研究の学術的意義としては、開発途上国
の農村女性の土地権に関して性別所有者お
よび所有面積、所有・管理・相続の形態にも
とづく経時的変化を分析した既往研究はこ
れまでおこなわれていない。本研究では土地
（灌漑稲作圃場）所有の経時的変化を分析す
ることにより、既往研究では明らかにされて
こなかった動態的な女性の土地権の諸相お
よび変化が明らかになり、変化の一定の要因



を帰納的に見出すことができ、新たな学術的
貢献につながったと考える。 

タンザニア政府の見解としては、農村地域
においては「土地権の進化論」は採用しない
ということになっている（URT 1994: 255）。
ただし、都市部や商業地域、観光開発地区な
どでは土地権の近代化が進んでいる。さらに、
本論で対象とした LMIS は農村地域であるが、
1987年以降、タンザニア政府が国際援助機関
と協働して土地再配分をおこない、慣習的に
所有・耕作されていた地域に新たな半近代的
な地権を確定しようとした地域である。半近
代的というのは、村土地法（1999）のもとで
の慣習的所有権が併存しているからである。
したがって、タンザニアの他の伝統的な灌漑
地区と異なり、土地権の近代化が部分的に導
入された地域であり、かつ慣習法の適用も残
っているため、近代法と慣習法の適用がモザ
イク状態になっていると言える。ストレート
な土地権の近代化ではなく、部分的な土地権
の近代化（土地の固有化、私有化、登記）が
実現しつつある地域であり、特殊な地域であ
るともいえる。しかし、タンザニアでは耕作
地の 6%しか灌漑施設が整備されておらず、
政府は灌漑施設・圃場の近代化を優先的に進
めて行こうとしているため、LMIS はタンザ
ニアにおける農村の土地権の近代化を先取
りしており、そのような地域において農村女
性の土地権の分析をおこなうことは農村社
会における土地権の変容に関する先駆的研
究という学術的貢献があると考える。 

従来の国際協力におけるジェンダー平等
論は、ジェンダー平等を目指しているものの、
政策としてのジェンダー主流化と、草の根レ
ベルでの女性のエンパワーメントを進める
開発アプローチは乖離しがちであり、ジェン
ダー平等を進めるための有効な方法論上の
枠組み、おび包括的なアプローチを提示する
には限界があると指摘されてきた。本研究で
は、特に土地に関わる諸権利（土地権）とい
う資源と機会に注目し、農村地域に生きる女
性の多様な機能および「価値あると思う」こ
とについての考察を通じ、ジェンダー平等論
に実証的論拠を与えることに一定の学術的
貢献ができたと考える。 

さらに、近代化に対するフェミニスト批判
として、大規模灌漑地区開発などの近代化が
もたらす女性に対する負の影響が主張され
てきたが、本研究はそれらの主張を必ずしも
完全に反証することを意図したわけではな
い。女性に対する負の影響は継続的に出現し
ている。むしろ本論では、慣習的な土地権が
平面的に近代化されると女性の土地権が失
われるということに対して反論しているの
であり、女性の多様な立場や選択にもとづく
土地権の近代化のあり様を、土地に関する所
有・管理・相続に関わる価値や言説の分析を
通じて、明らかにしようとしたものである。
したがって、国際協力におけるジェンダー平
等論の既成概念化しがちな近代化批判を深

化させ、固有の状況における女性の主体的な
選択やジェンダーに基づく差異に着目する
分析手法を採用することを通じて一定の学
術的貢献ができたと考える。 

最後に、残された研究課題は以下の通りで
ある。第一に、農村女性の生計の多様化に関
する研究である。土地所有者の約 9 割が零
細・小規模農民であり、稲作の生産性を高め
ることが一義的には生計向上を図り貧困削
減につながるが、リスクを回避するために、
女性は生計の多様化戦略を採用しようとし
ている。第二に、包摂的社会の構築に関する
研究である。LMIS には非土地所有者として、
借地人、賃金労働者、請負監督者、家族労働
者などが暮らしている。非土地所有者の女性
は多様なニーズが充足されない状況にある。
そのような女性も含めた非権利の構造の研
究をすることにより、包摂的かつ不偏的
（impartial）なジェンダー平等社会を目指す
国際協力への道筋が明らかにされると考え
る。第三に、質的データの計量分析など、デ
ータのさらなる活用による研究がある。未使
用のデータの活用を通じてさらなる学術的
および実務的貢献につながると考える。 
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